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  上記補助事業について、厚生労働科学研究費補助金等取扱規程（平成１０年４月９日厚生省告示第１３

０号）第１６条第２項の規定に基づき下記のとおり研究成果を報告します。 

 

記 

 

１．研究概要の説明 

（１）研究者別の概要  

所属機関・
部署・職名 

氏名 
分担した研究項目 
及び研究成果の概要 

研究実施
期間 

直接経費の 
実支出額
（円） 

間接経費 
（円） 

国立国際医
療研究セン
ター･国際感
染症センタ
ー･センター

長 

大曲貴夫 ・医療関連感染（HAI）サー

ベイランスに関する研究 
・抗菌薬使用量（AMU）サ

ーベイランスに関する研究 
・抗微生物薬適正使用

（AMS）サーベイランスに

関する研究 
・AMR 対策の教育啓発に関

する研究 
＜研究成果概要＞ 

医療関連感染（HAI）サーベ

令和 5年
4月～令
和 6年 3

月 

  

厚 生 労 働 科 学 研 究 費 
厚生労働行政推進調査事業費 

厚 生 労 働 科 学 研 究 費 
厚生労働行政推進調査事業費 

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
提出期限は、令和６年４月１日～５月３１日の間の日付でお願いいたします。

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
実績報告書記載の内容と異なることが散見しておりますので、同じであることを確認してください。

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
�当初の交付決定通知の日付・番号を記入してください

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
�交付申請書と同じ記載でお願いいたします。

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
各研究者の「実績報告書」の「補助金所要額」の合計及び別紙2の「精算所要額総括書」の総額と一致するはずです。

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
「所属機関」、「部署」、「職名」が、実績報告書のものと異なっている場合が多いので、同じであるか確認お願いいたします。必ず同じ記載内容で御願いいたします。

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
�実際の研究内容記載の研究期間と一致させてください。※研究開始は、通常基準額通知発出日以降でございます。

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
配分を受けた直接経費の額ではなく、実際に使った金額を記載してください。



イランスに関しては介護老人
保健施設における抗菌薬使用

の実態を報告した。 
抗菌薬使用量（AMU）サー
ベイランスに関しては薬剤耐
性菌による菌血症がもたらす
疾病負荷についてデータ更新
した。世界主要国の抗菌薬消

費量を比較した。 
抗微生物薬適正使用

（AMS）サーベイランスに
関に関しては外来診療におけ
る抗菌薬処方の量や頻度を自
動集計できるアプリを作成中

である。 
AMR 対策の教育啓発に関
しては一般市民対象の AMR 
に関する意識調査を実施し
た。取り組み事例を情報サイ
トに公開した。 

 
京都大学･医
学研究科･教

授 

今中雄一 AMR の医療経済的評価に関
する研究 

＜研究成果概要＞ 
病院の広域抗菌薬の過剰投与
を示唆する定量的指標の開発
を進めるとともに、カルバペ
ネム系抗菌薬使用実態を精査

した。 
 

令和 5年
4月～令
和 6年 3

月 

  

京都薬科大
学･医療薬科
学系臨床薬
剤疫学分野･

教授 

村木優一 抗菌薬使用量（AMU）サー
ベイランスに関する研究 

＜研究成果概要＞ 
AMUサーベイランスの実行に
加え、中小規模施設における
使用に関連する因子を明らか
にし、一部の感染症治療の質

を評価した 
 

令和 5年
4月～令
和 6年 3

月 

  

広島大学病
院･感染症
科･教授 

大毛宏喜 地域レベルでの薬剤耐性と抗
菌薬使用状況の関係に関する

研究 
＜研究成果概要＞ 

J-SIPHE を活用した「広島県
AMR 対策連携グループ」につ
いて県内医療機関を対象に組

織 
 

令和 5年
4月～令
和 6年 3

月 

  

静岡県立静
岡がんセン
ター･感染症
内科･部長 

倉井華子 地域での AMR 対策の推進モ
デルの確立のための研究 

＜研究成果概要＞ 
微生物感受性サーベイランス
と分析を行った。アンチバイ
オグラムをもとに作成された
診療所向け抗菌薬適正使用の
手引きを作成した。各診療所
に自施設の抗菌薬使用量の推
移などフィードバックを行っ

た。 

令和 5年
4月～令
和 6年 3

月 

  



国立研究開
発法人・国
立国際医療
研究センタ
ー病院・AMR
臨床リファ
レンスセン
ター・情
報・教育支
援室長 

藤友結実
子 

ワンヘルスアプローチおよび
国際協力の推進に係る研究 

＜研究成果概要＞ 
アジア太平洋地域の 23か国

から、保健省、農水省、環境

省などの事務官、研究者、医

療関係者、関係機関の AMR担

当者など 120 名が参加した。 
各組織から現状報告後、4つ
のワーキンググループを作成
し議論した。 

令和 5年
12月～令
和 6年 3
月 

  

 

  



（２）研究実施日程 

 

 

研究実施内容 

 

実    施    日    程 

 

4月 

 

5月 

 

6月 

 

7月 

 

8月 

 

9月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

1月 

 

2月 

 

3月 

・医療関連感染（HAI）
サーベイランスに関する

研究 
（1 年目／大曲貴夫） 
 

            

・抗菌薬使用量（AMU）

サーベイランスに関する

研究 
（1 年目／大曲貴夫） 
 

            

・抗微生物薬適正使用

（AMS）サーベイランス

に関する研究 
（1 年目／大曲貴夫） 
 

            

・AMR 対策の教育啓発に

関する研究 
（1 年目／大曲貴夫） 

            

AMR の医療経済的評価に

関する研究 
（1 年目／今中雄一） 

 

            

抗菌薬使用量（AMU）サ

ーベイランスに関する研

究 
（1 年目／村木優一） 

 

            

地域レベルでの薬剤耐性

と抗菌薬使用状況の関係

に関する研究 
（1 年目／大毛宏喜） 

            

地域での AMR 対策の推

進モデルの確立のための

研究 
（1 年目／倉井華子） 
 

            

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
�「研究者別の概要」の研究期間と一致させてください。



ワンヘルスアプローチお

よび国際協力の推進に係

る研究 
（1 年目／藤友結実子） 
 

 

            

  （注）研究代表者、研究分担者別に作成すること 
 
  

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
研究代表者、研究分担者（国から直接交付を受ける）、研究分担者（国から直接交付を受けない）の分を記載してください。※記載の漏れが多い部分ですので、確認お願いいたします。



（３）．研究成果の説明 

 
＜研究の目的＞ 

本研究の前身、前前身である厚生労働行政推進調査事業費研究「薬剤耐性（AMR）アクションプランの

実行に関する研究」では 2016年に策定された日本政府の「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」

に必要なサーベイランス、教育手法、医療経済的影響について検討してきた。今回同プランが改訂さ

れることとなった。従来のアクションプランの中で課題となった点について、今後改訂版アクション

プランで取り組み改善していく必要がある。よってそれらの課題を解決し新アクションプランの実行

に必要な科学的知見を得ることを本研究の目的とする。 

必要性：薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの実行においては病院・診療所・介護施設等を含む地域

全体の医療と介護の場において、サーベイランス、抗菌薬使用量・適正使用、教育啓発、医療経済上の

知見を得る必要がある。 

 

＜研究結果の概要＞ 

・研究代表者（大曲貴夫） 

 医療関連感染（HAI）サーベイランスに関しては介護老人保健施設における抗菌薬使用の実態を報告

した。 
抗菌薬使用量（AMU）サーベイランスに関しては薬剤耐性菌による菌血症がもたらす疾病負荷につい

てデータ更新した。世界主要国の抗菌薬消費量を比較した。 
抗微生物薬適正使用（AMS）サーベイランスに関に関しては外来診療における抗菌薬処方の量や頻度

を自動集計できるアプリを作成中である。 
AMR 対策の教育啓発に関しては一般市民対象の AMR に関する意識調査を実施した。取り組み事例

を情報サイトに公開した。 
・研究分担者（今中 雄一） 
病院の広域抗菌薬の過剰投与を示唆する定量的指標の開発を進めるとともに、カルバペネム系抗菌薬

使用実態を精査した。 

・研究分担者(村木 優一) 

以前に引き続き AMUサーベイランスの実行を支援し、今年度は AMR対策アクションプランの公表前に

おける施設の感染対策状況を調査した。また、感染症診療の質を評価するため、保険請求情報を用いた

TDM の実施状況や実施に関わる影響因子、ならびに中小規模病院におけるカルバペネム系薬の使用と要

因の関係を明らかにした。 

・研究分担者（大毛 宏喜） 

J-SIPHE を活用した「広島県 AMR 対策連携グループ」について県内医療機関を対象に組織した。 
・研究分担者（倉井 華子） 
 微生物感受性サーベイランスと分析を行った。アンチバイオグラムをもとに作成された診療所向け抗

菌薬適正使用の手引きを作成した。各診療所に自施設の抗菌薬使用量の推移などフィードバックを行っ

た。 

・研究分担者（藤友 結実子） 

 アジア太平洋地域の 23か国から、保健省、農水省、環境省などの事務官、研究者、医療関係者、関係

機関の AMR担当者など、120 名が参加した。 

各組織から現状報告後、4つのワーキンググループを作成し議論した。 

 

＜研究の実施経過＞ 

・研究代表者（大曲 貴夫） 

(1) 医療関連感染（HAI）サーベイランスに関する研究 

・ 介護老人保健施設における抗菌薬使用の実態についてPoint prevalence survey を実施し、厚生労

塩貝 智也(shiogai-tomoya.rn9)
行った研究について研究代表者、国から直接交付金を受け取る研究分担者、国から直接交付金を受け取っていない研究分担者がどの研究を担当したかわかる形で記載お願いいたします。



働省に報告書を 

提出した。2019 年の調査と比較して僅かに抗菌薬処方頻度の減少（1.7％→1.3％）が見られ、キノロ

ン系抗菌薬の 

割合が減少していた（55.1％→40.4％）ことをヨーロッパ感染症学会（ECCMID2023）で報告した。 

(2) 抗菌薬使用（AMU）サーベイランスに関する研究 

・ 薬剤耐性菌による菌血症がもたらす疾病負荷について2021 年までのデータを用いて更新し、日本

において 

AMR による疾病負荷が今なお大きな課題であることを示した。結果は原著論文として報告された

（Tsuzuki et al. Infect Dis Ther 2023）。 

・ 日本の抗菌薬消費量に西高東低の傾向があり、上気道炎の診断数と相関が強いことを示した

(Kitano et al. nfect Dis Ther 2023)。 

・ 世界の抗菌薬消費量を比較し、殆どの国でCOVID-19 流行後の低下と、その後の再増加が見られた

こと、また行動制限が抗菌薬消費量と有意に相関していることを示した。結果は原著論文として投稿

中である。 

・ 2022 年における経口抗菌薬の消費量が、2013 年と比較して31.5％減少したことを示した。一方で

静注抗菌薬の使用量は同期間で僅かに増加しており、改善の余地を残していることが示唆された。 

(3) 抗微生物薬適正使用（AMS）サーベイランスに関する研究 

・ 外来診療における抗菌薬処方の量や頻度を自動集計できるアプリを作成中である。 

(４) AMR 対策の教育啓発 

・ 一般市民対象のAMR に関する意識調査を令和５年度も10 月に実施した。「抗菌薬はウイルスをや

っつける」を間違いと正しく回答したのは全体の20.5％であり、市民の正確な知識の保有率や意識

は、全体としては平成28 年度から毎年実施している調査結果と同様の傾向であった。 

・ AMR 対策の先進的な取り組み事例２事例をそれぞれ8 月と12月に情報サイトで公開した。さらに１

事例を取材記事作成し、公開準備中である。 

 

・研究分担者(今中 雄一) 

(1) 病院の広域抗菌薬の過剰投与を示唆する定量的指標の開発 

多施設 DPCデータを用いてモニタリングツールとして開発を進めた。 

(2)感染性心内膜炎入院症例における注射抗菌薬投与前の血液培養セット数と患者アウトカムの関連 

多施設 DPC データを用いた解析により、感染性心内膜炎入院患者において血液培養採取が 2 セット

未満の症例が約 25%を占めていた。血液培養が取られないことはカルバペネム系抗菌薬使用と関連して

いた。 

(3)入院患者におけるカルバペネム系抗菌薬の使用実態とカルバペネム耐性菌感染症の研究に DPC デー

タを活用する上での課題 

多施設 DPC データを用いた解析により、カルバペネム系抗菌薬の使用に関してその適応や他の抗菌

薬との使い分けなど改善が認められた一方で、長期使用や治療開始前の検査体制に改善の余地があると

考えられた。一方で、CRE 感染症研究を今後進めるにあたり、感染症に係わる他のデータベースとの効

率的な突合や、病名の精緻化などが求められる。 

 

・研究分担者(大毛 宏喜) 

(1)地域での薬剤耐性と抗菌薬使用の関係を検討するために，J-SIPHE を活用した「広島県AMR 対策連

携グループ」を設置した．また広島県地域保健対策協議会において，本グループ活動の承認を得た． 

 

・研究分担者(村木 優一) 

(1) 抗菌薬使用（AMU）サーベイランスに関する研究 

① 販売量・NDBを利用した使用目的・疾患別・使用場所での使用動向の把握 



・ 販売量・NDBを利用したAMUの動向を継続して把握する必要があるため、マスター整備、各種公表資

料の値の確認などを行った（成果6）。 

・ 2010年、2016年に登録された抗菌薬使用動向システムの情報から当時のAMR対策の状況をまとめた

（成果2）。 

② 診療報酬体制や加算の評価と利活用方法の探索 

・ 薬物治療モニタリング（TDM）が必要な薬物の使用状況、適正使用の遵守状況および影響要因を明

らかにした（成果1、3、5）。 

③ 使用動向の把握における新たな利活用方法の探索 

・ DPCの公開情報を用いて中小病院におけるカルバペネム系薬の使用に影響する要因を明らかにした

（成果4）。 

 

・研究分担者(倉井 華子) 

(1) 地域でのAMR 対策の推進モデルの確立のための研究 

・  全国の都道府県別抗菌薬削減量に注目し、削減率の高い自治体の取り組みを調査。自治体中心、

医師会中心、行政と大学が中心のモデルを抽出した。 

・  自身の所属する静岡県でのネットワーク作成。感染症を統合した感染症対策連携協議会、部会と

してARM 対策部会を設置。予防計画、研修、サーベイランス、情報プラットフォーム、専門家派遣ス

キームを設置した。 

 

・研究分担者(藤友 結実子) 
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作成上の留意事項                                                                                 
  １．「Ａ．研究目的」について                                                                 
   ・厚生労働行政の課題との関連性を含めて記入すること。                                       
  ２．「Ｂ．研究方法」について                                                                 
   (1) 実施経過が分かるように具体的に記入すること。                                           
   (2) 「（倫理面への配慮）」には、研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対   
       象者に対する不利益、危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）に関わる状況、 
       実験に動物対する動物愛護上の配慮など、当該研究を行った際に実施した倫理面への配慮の内容   
       及び方法について、具体的に記入すること。倫理面の問題がないと判断した場合には、その旨を   
       記入するとともに必ず理由を明記すること。                                                 
          なお、人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針（令和３年文部科学省・厚生労働

省・経済産業省告示第１号）、遺伝子治療等臨床研究に関する指針（平成３１年厚生労働省告示第
４８号）､厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針（平成１８
年６月１日付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知）及び申請者が所属する研究機関で定めた倫
理規定等を遵守するとともに、あらかじめ当該研究機関の長等の承認、届出、確認等が必要な研
究については、研究開始前に所定の手続を行うこと。 

  ３．「Ｃ．研究結果」について                                                                 
   ・当該年度の研究成果が明らかになるように具体的に記入すること。                             
  ４．「Ｆ．健康危険情報」について 
      ・研究分担者や研究協力者の把握した情報・意見等についても研究代表者がとりまとめて総括研究 
      報告書に記入すること。 
    ５．その他                                                                                   
     (1) 日本産業規格Ａ列４番の用紙を用いること。                                               
    (2) 文字の大きさは、１０～１２ポイント程度とする。                                         
                                                                                                 
                                                                                                 
別紙４                                                                                           
                                                                                                 

研究成果の刊行に関する一覧表レイアウト（参考） 
                                                                                                 
      書籍                                                                                        

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

        

        

        

 
                                                                                                 
      雑誌                                                      

  発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ   出版年 

      

      

      

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

年  月   日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 

 
                      所属研究機関長 職 名 
                                                                                      
                              氏 名                
 

   次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名                                           

２．研究課題名                                           

３．研究者名  （所属部署・職名）                                  

    （氏名・フリガナ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   □ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   □ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   □ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   □ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 □   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 □（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


	（２）研究実施日程

